
事 業 概 況 （令和６年 11月分結果の概要） 

 

 保 険 給 付 

令和６年度労災保険業務機械処理の令和６年 11 月末現在における保険給付支払総額は 4,777 億円で、前年同期に比べ

て 0.2％減となっている。 

保険給付支払総額の給付種類別の状況 

  保険給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、年金等給付が 2,101億円で 44.0％と最も大きく、次いで療養補償給

付が 1,680億円で 35.2％を占めている。以下、休業補償給付が 13.8％、障害補償一時金が 4.1％、遺族補償一時金が 1.3％、

介護補償給付が 1.1％、葬祭料及び二次健康診断等給付がそれぞれ 0.2％となっている。 

  保険給付支払総額を給付種類別に前年同期と比べてみると、遺族補償一時金が 18.4％増、二次健康診断等給付が 4.1％

増、障害補償一時金が 2.1％増、療養補償給付が 0.4％増、介護補償給付が 0.2％増、休業補償給付が 0.1％増となってい

るのに対し、葬祭料が 6.4％減、年金等給付が 1.5％減となっている。（第１表） 

 

 

 

 

 

保険給付支払総額の業種別の状況 

  保険給付支払総額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が 1,668 億円で 34.9％、「建設事業」が 1,285 億円で

26.9％、「製造業」が 1,063億円で 22.3％となっている。以下、「運輸業」が 11.2％、「鉱業」が 2.4％、「林業」が 1.4％、

「船舶所有者の事業」が 0.5％、「漁業」が 0.3％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 0.2％となっている。 

  保険給付支払総額を業種別に前年同期と比べてみると、「船舶所有者の事業」が 6.3％増、「漁業」が 4.7％増、「運輸業」

が 1.6％増、「その他の事業」が 1.5％増となっているのに対し、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 8.5％減、「鉱

業」が 4.9％減、「林業」が 3.8％減、「製造業」が 1.8％減、「建設事業」が 1.3％減となっている。（第２表） 

 

区　分　

　保険給付

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

合 計 478,746,652 100.0 1.1 477,667,223 100.0 0.2 △    

療 養 補 償 給 付 167,303,823 34.9 4.5 168,048,557 35.2 0.4

休 業 補 償 給 付 66,100,969 13.8 0.1 66,145,247 13.8 0.1

障 害 補 償 一 時 金 19,328,044 4.0 4.8 19,742,311 4.1 2.1

遺 族 補 償 一 時 金 5,186,954 1.1 3.2 6,139,367 1.3 18.4

葬 祭 料 1,193,534 0.2 3.8 1,117,693 0.2 6.4 △    

介 護 補 償 給 付 5,237,796 1.1 0.9 △    5,250,719 1.1 0.2

年 金 等 給 付 213,353,509 44.6 1.6 △    210,138,638 44.0 1.5 △    

二 次健 康診 断等 給付 1,042,023 0.2 12.2 1,084,692 0.2 4.1

(注1) 本表は、機械処理データの金額である（以下、各表同じ）。

　　　合計が合わない場合がある（以下、各表同じ）。

(注2) 本表の数値は、金額は百の位で、比率は小数点以下第2位で四捨五入を行っているため、
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第　１　表　　給 付 種 類 別 保 険 給 付 支 払 状 況



 

 

 

年金等給付支払総額の業種別の状況 

年金等給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、遺族補償年金が 1,170億円で 55.7％と最も大きく、次いで障害補

償年金が 804億円で 38.2％、傷病補償年金が 128億円で 6.1％を占めている。 

  年金等給付支払総額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が 686 億円で 32.6％、「製造業」が 584 億円で 27.8％、

「その他の事業」が 463億円で 22.0％となっている。以下、「運輸業」が 11.3％、「鉱業」が 3.7％、「林業」が 1.6％、「漁

業」が 0.4％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」及び「船舶所有者の事業」がそれぞれ 0.3％となっている。（第３表） 

 

 

 

 

 

 

区　分　

　業　種

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

全 業 種 478,746,652 100.0 1.1 477,667,223 100.0 0.2 △    

林 業 6,913,418 1.4 4.0 △    6,651,942 1.4 3.8 △    

漁 業 1,165,129 0.2 7.5 △    1,219,579 0.3 4.7

鉱 業 12,129,596 2.5 9.4 △    11,536,835 2.4 4.9 △    

建 設 事 業 130,169,146 27.2 0.0 128,509,088 26.9 1.3 △    

製 造 業 108,265,495 22.6 0.7 106,297,517 22.3 1.8 △    

運 輸 業 52,686,931 11.0 1.3 53,516,255 11.2 1.6

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
1,057,972 0.2 1.5 967,879 0.2 8.5 △    

そ の 他 の 事 業 164,307,253 34.3 3.3 166,786,841 34.9 1.5

船 舶 所 有 者 の 事 業 2,051,714 0.4 3.2 △    2,181,288 0.5 6.3
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対前年
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第　２　表　　業 種 別 保 険 給 付 支 払 状 況

令和5年度　5年11月末 令和6年度　6年11月末

令和6年度　6年11月末現在

区　分　 障 害 補 償 遺 族 補 償 傷 病 補 償 合 計

　業　種 年 金 年 金 年 金 （ 年金等給付 ）

千円 千円 千円 千円 ％

全 業 種 80,365,226 116,992,589 12,780,824 210,138,638 100.0

林 業 958,287 2,249,755 145,523 3,353,566 1.6

漁 業 199,915 615,241 11,337 826,493 0.4

鉱 業 747,887 6,074,042 941,776 7,763,706 3.7

建 設 事 業 21,153,405 42,799,114 4,631,049 68,583,568 32.6

製 造 業 28,411,954 27,774,089 2,257,164 58,443,208 27.8

運 輸 業 9,012,894 13,307,202 1,369,571 23,689,666 11.3

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
129,705 385,405 27,382 542,492 0.3

そ の 他 の 事 業 19,557,721 23,363,422 3,377,089 46,298,232 22.0

船 舶 所 有 者 の 事 業 193,458 424,319 19,931 637,708 0.3

構 成 比 38.2% 55.7% 6.1% 100.0% －

(注) 「傷病補償年金」は、傷病補償年金受給者に係る療養の給付及び療養の費用を含む。

構成比

第　３　表　　業 種 別 年 金 等 給 付 支 払 状 況



保 険 料 

 

  令和６年度労災保険業務機械処理の令和６年 11 月末現在における保険料徴収決定済額は 9,262 億円で、前年同期に比

べて 2.2％増となっている。保険料収納済額は 6,591億円で、前年同期に比べて 2.4％増となっている。また、収納率につ

いてみると 71.2％となっており、前年同期に比べて 0.2ポイント上回っている。 

  保険料徴収決定済額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が 4,681億円で 50.5％と最も大きく、次いで、「建設

事業」が 1,938 億円で 20.9％、「製造業」が 1,626 億円で 17.6％を占めている。以下、「運輸業」が 8.3％、「船舶所有者

の事業」が 1.5％、「林業」が 0.6％、「漁業」、「鉱業」及び「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」がそれぞれ 0.2％とな

っている。（第４表） 

 

 

区　分　

令和5年度 令和6年度 令和5年度 令和6年度 令和5年度 令和6年度

　業　種 5年11月末 6年11月末 5年11月末 6年11月末 5年11月末 6年11月末

千円 千円 ％ ％ 千円 千円 ％ ％ ％ ％

全 業 種 906,451,664 926,226,638 100.0 2.2 643,962,828 659,143,352 100.0 2.4 71.0 71.2

林 業 5,789,561 5,150,718 0.6 11.0 △  4,168,424 3,691,365 0.6 11.4 △  72.0 71.7

漁 業 2,018,222 2,045,134 0.2 1.3 1,439,169 1,465,325 0.2 1.8 71.3 71.6

鉱 業 2,587,464 2,222,160 0.2 14.1 △  1,720,361 1,448,964 0.2 15.8 △  66.5 65.2

建 設 事 業 187,845,470 193,752,605 20.9 3.1 133,972,798 138,659,885 21.0 3.5 71.3 71.6

製 造 業 163,494,066 162,641,325 17.6 0.5 △   114,092,518 113,186,346 17.2 0.8 △   69.8 69.6

運 輸 業 77,200,572 76,551,941 8.3 0.8 △   51,272,479 51,046,297 7.7 0.4 △   66.4 66.7

電気、ガス、 水道

又は熱供給の 事業
2,240,871 2,243,070 0.2 0.1 1,534,484 1,576,825 0.2 2.8 68.5 70.3

そ の 他 の 事 業 451,206,448 468,069,320 50.5 3.7 325,795,901 338,350,770 51.3 3.9 72.2 72.3

船舶所有者の 事業 14,068,991 13,550,364 1.5 3.7 △   9,966,694 9,717,575 1.5 2.5 △   70.8 71.7

構成比
対前年
同　期

増減率

構成比
対前年
同　期

増減率

第　４　表　　業　種　別　保　険　料　徴　収　状　況
保 険 料 徴 収 決 定 済 額 保 険 料 収 納 済 額 収　納　率


